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本稿は、「経済特区 (S pec ial Econom ic Zones) 」と「地域連携 (Re gi onal Collabora ti ons) 」

の交差点としての「地方における経済開発 (Local Econom ic Develo pmen t)」に着目し、それ

らの相互関係および限界を明らかにするために、韓国・仁川におけるその展開を分析するこ

とを目的とする。とりわけ、当初は「拠点の発展」という行政的な効率を重視して例外的に

設置された経済特区が、やがて「均衡ある発展」という政治的な効果を意図した要請の下で

濫用された結果、経済特区の「地域的偏在」から「全国的遍在」へと制度的に展開してきた

点に注目する。さらに、この分析を通じて、韓国国土における「経済開発の地方格差」が固

定化されているという構造的課題を明らかにすることを試みた。

第一章では、経済特区のように選択的に開放された地域が、「国家の政治権力から経済的

自由を保障された例外的な国土空間」として、古代から現代に至るまで継続的に存在してき

た歴史的文脈を明らかにした。経済特区のその本質は、独占的利益を追求する「流動資本の

移動力」と経済開発を追求する「国家の定着力」の妥協によって形成される社会的現象であ

る。現代における経済特区は世界的に急増しており、とくに東アジアは「経済特区の見本市」

とも称されるほど、多様な特区が集積している。東アジアにおける「発展主義的」経済特区

は、当初、競争力の高い地方のみに集中的に設置された「拠点の発展」と、立ち遅れた地方

の「均衡ある発展」という相反する二つの目的に基づいて設置されるに至った。とりわけ韓

国における経済特区は、当初は行政的効率を重視した「拠点の発展」の手段として限定的に

設置されたが、やがて「均衡ある発展」という政治的効果を志向し全国各地で過剰に設置さ

れるに至ったと考えられる。韓国では、 1960 年代の「成長拠点の発展」が 1990 年代の「国

際拠点の発展」へと展開された一方、 1980 年代の「均衡ある国土発展」は 1990 年代の「官

民連携の発展」へと継承される。さらに韓国では、民主化以後においても、国家の政策手段

として、中央省庁主導による多様な経済特区が相次いで設置されてきた。こうした流れの中

で、地方政治が本格化した 2000 年代以降の韓国では、進歩派政権・保守派政権を問わず、

経済特区が地方における経済開発の主要な政策手段として法制化され、その政治化の傾向

を強めながら全国で急速に拡大してきた。要するに、経済特区の「地域的な偏在」は、とく

に立ち遅れた地方における設置の加速によって、「全国的な遍在」へと展開してきた。それ

にもかかわらず、「経済開発の地方格差」は依然として解消されていない。

第二章では、経済開発における「地域連携」を理論的枠組みとして検討した。現代におけ

る地域連携の制度化は、新しい地域主義に基づき、新たな地域単位への国土再編として現れ

る現象であり、グローバル化およびグローカル化に対する能動的な取り組みとして位置づ

けられる。もともと、管轄の分裂によって生じる二重行政を克服するためには、地域連携を



（氏名 李尚祐， No. 3) 

通じて経済開発の効率と効果を高めることが求められる。具体的には、経済開発においては、

より効率的な地域連携によって大規模なインフラの過剰供給を抑制する一方、より効果的

な地域連携によって稀少なインフラの過少供給を是正する機能を担う。そのため、地域連携

の理想的形態としては、リスク回避を最優先とする「合併」とコスト節約を最優先とする「提

携」という両極の形態が想定されるが、実際にはその中間的な形態の地域連携に収束し、世

界的に「地域連携の制度化」への進展が現代的な現象として見られる。一方で、複数の先行

研究における実証によれば、地方の経済開発における地域連携は、単なるコスト節約を目的

とした「効率的な行政現象」としてではなく、リスク回避を目的とする「効果的な政治現象」

として結論づけられている。今日の経済開発においては、従来の中央と地方の垂直的連携を

超え、地方間の水平的連携や官民・産学官の連携へと広がりを見せており、多くの国で「政

策ネットワーク」に基づく「地域連携の制度化」が推進されている。とはいえ、経済開発を

めぐる地域連携には、負担者と受益者が一致しないという根本的な限界が依然として存在

している。今後の研究課題としては、効率や効果を優先する形態の地域連携を乗り越え、地

域連携の「民主的」あり方についても、より深い議論が求められる。

第三章では、三つの波に従って「地方における経済開発」の歴史的展開を整理し、「経済

特区」と「地域連携」の交差点に着目した。第一波の展開では、 1960-70 年代の韓国におい

て、中央省庁主導による各種工業団地の設置を通じて「成長拠点の発展」が進められ、京仁

開では、 1980 年代の韓国において、中央省庁主導の「均衡ある国土発展」が試みられ、全国

各地に地方エ団や農エ団地が分散的に設置される一方、仁川市から始まった「ポスト香港戦

略」のように、「内発的発展の公共計画」を通じて地方自治体が経済開発の主体として前面

1990 年代に入り、開放的な国土開発を志向する

「官民連携の発展」や国際競争力の強化を目的とする「国際拠点の発展」を背景に、多様な

経済特区の法制化が進められた。一方で、仁川においては、「上からの」および「下からの」

経済開発の双方が進展し、「地域連携の制度化」が本格化した。要するに、韓国・仁川地方

における経済開発には、経済特区と地域連携の双方が不可欠な要素であったと言える。現在

に至るまで、韓国の経済開発は、仁川のように国際競争力を有する地方に「投資誘致」が集

中する一方で、「内発的発展の公共計画」は立ち遅れた地方には十分に機能せず、「経済開発

の地方格差」を固定化させてきた。その過程において、主な政策手段として位置づけられた

経済特区は、当初、行政的効率を重視した「拠点の発展」を目的とし限定的に設置されたが、

次第に、政治的効果を志向する「均衡ある発展」という理念の下で、特区の設置が濫用され
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るようになったといえる。その結果、韓国における経済特区は：「地域的偏在」から「全国

的遍在」へと至ったと考えられる。

本稿の結論として、韓国における経済特区の空間的選択は、当初は産業集積を目的に国土

の拠点地域に限定して設置されていたが、やがて競争力を欠く立ち遅れた地方を含む全国

各地へと分散的に拡大された。その結果、仁川のように国際競争力を有する拠点都市では、

首都圏の開発規制などの影響により、かえって経済特区の設置が抑制されるという皮肉な

状況が生じている。こうした展開は、国土の「拠点の発展」をめざす「経済」のための政策

手段として設置された経済特区が、やがて全国的な「均衡ある発展」という政治的要請に応

える「政治」の道具へと転化していったことを強く示唆している。しかし、本来、行政的な

効率を目的として設けられた特区がその本質から逸れ、政治的な効果を志向する手段へと

変わったにもかかわらず、「経済開発の地方格差」は依然として解消されていない。さらに、

本来であれば国際競争力を有する拠点地域に限定して集中的に設置されるべき経済特区が、

むしろ立ち遅れた地方へと拡大する傾向が強まってきた。その結果、韓国においては、当初

は「地域的偏在」を前提として設置された経済特区が、「全国的遍在」へと展開し、その傾

向は一層深刻化していると結論づけられる。
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